
１．保育の確保状況

（１） 総括表（区全域）

支給認定区分 第２号 第３号

満３歳以上 １歳・２歳 ０歳 計

必要利用定員総数（量の見込み） 5,648 3,765 1,181 4,946 10,594

教育・保育施設 5,904 3,100 881 3,981 9,885

地域型保育事業 0 574 227 801 801

その他 105 241 81 322 427

合計 6,009 3,915 1,189 5,104 11,113

教育・保育施設 5,568 2,906 810 3,716 9,284

地域型保育事業 0 119 35 154 154

その他 114 244 72 316 430

合計 5,682 3,269 917 4,186 9,868

教育・保育施設 5,910 3,066 859 3,925 9,835

地域型保育事業 0 155 39 194 194

その他 82 207 63 270 352

合計 5,992 3,428 961 4,389 10,381

教育・保育施設 342 160 49 209 551

地域型保育事業 0 36 4 40 40

その他 -32 -37 -9 -46 -78

合計 310 159 44 203 513

教育・保育施設 6 -34 -22 -56 -50

地域型保育事業 0 -419 -188 -607 -607

その他 -23 -34 -18 -52 -75

合計 -17 -487 -228 -715 -732

達成率（Ｃ／Ａ） 100% 88% 81% 86% 93%

飾区子ども・子育て支援事業計画 実施状況について
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（２）地域別
① 東部地域
支給認定区分 第２号 第３号

年齢 満３歳以上 １歳・２歳 ０歳 計

必要利用定員総数（量の見込み） 1,028 685 209 894 1,922

教育・保育施設 1,303 703 189 892 2,195

地域型保育事業 6 3 9 9

その他 25 57 19 76 101

合計 1,328 766 211 977 2,305

教育・保育施設 1,303 703 189 892 2,195

地域型保育事業 4 2 6 6

その他 27 54 20 74 101

合計 1,330 761 211 972 2,302

教育・保育施設 1,404 756 201 957 2,361

地域型保育事業 4 2 6 6

その他 13 38 14 52 65

合計 1,417 798 217 1,015 2,432

教育・保育施設 101 53 12 65 166

地域型保育事業 0 0 0 0

その他 -14 -16 -6 -22 -36

合計 87 37 6 43 130

教育・保育施設 101 53 12 65 166

地域型保育事業 -2 -1 -3 -3

その他 -12 -19 -5 -24 -36

合計 89 32 6 38 127

達成率（Ｃ／Ａ） 107% 104% 103% 104% 106%

② 西部地域
支給認定区分 第２号 第３号

年齢 満３歳以上 １歳・２歳 ０歳 計

必要利用定員総数（量の見込み） 1,826 1,218 417 1,635 3,461

教育・保育施設 1,800 958 276 1,234 3,034

地域型保育事業 195 105 300 300

その他 49 124 36 160 209

合計 1,849 1,277 417 1,694 3,543

教育・保育施設 1,686 887 248 1,135 2,821

地域型保育事業 31 10 41 41

その他 49 124 36 160 209

合計 1,735 1,042 294 1,336 3,071

教育・保育施設 1,766 947 268 1,215 2,981

地域型保育事業 46 12 58 58

その他 49 120 37 157 206

合計 1,815 1,113 317 1,430 3,245

教育・保育施設 80 60 20 80 160

地域型保育事業 0 15 2 17 17

その他 0 -4 1 -3 -3

合計 80 71 23 94 174

教育・保育施設 -34 -11 -8 -19 -53

地域型保育事業 -149 -93 -242 -242

その他 0 -4 1 -3 -3

合計 -34 -164 -100 -264 -298

達成率（Ｃ／Ａ） 98% 87% 76% 84% 92%
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③ 南部地域
支給認定区分 第２号 第３号

年齢 満３歳以上 １歳・２歳 ０歳 計

必要利用定員総数（量の見込み） 1,703 1,135 368 1,503 3,206

教育・保育施設 1,699 856 236 1,092 2,791

地域型保育事業 229 106 335 335

その他 31 60 26 86 117

合計 1,730 1,145 368 1,513 3,243

教育・保育施設 1,477 733 193 926 2,403

地域型保育事業 49 10 59 59

その他 38 66 16 82 120

合計 1,515 848 219 1,067 2,582

教育・保育施設 1,650 788 210 998 2,648

地域型保育事業 70 16 86 86

その他 20 49 12 61 81

合計 1,670 907 238 1,145 2,815

教育・保育施設 173 55 17 72 245

地域型保育事業 21 6 27 27

その他 -18 -17 -4 -21 -39

合計 155 59 19 78 233

教育・保育施設 -49 -68 -26 -94 -143

地域型保育事業 -159 -90 -249 -249

その他 -11 -11 -14 -25 -36

合計 -60 -238 -130 -368 -428

達成率（Ｃ／Ａ） 97% 79% 65% 76% 87%

④ 北部地域
支給認定区分 第２号 第３号

年齢 満３歳以上 １歳・２歳 ０歳 計

必要利用定員総数（量の見込み） 1,091 727 187 914 2,005

教育・保育施設 1,102 583 180 763 1,865

地域型保育事業 144 13 157 157

その他 0 0 0 0 0

合計 1,102 727 193 920 2,022

教育・保育施設 1,102 583 180 763 1,865

地域型保育事業 35 13 48 48

その他 0 0 0 0 0

合計 1,102 618 193 811 1,913

教育・保育施設 1,090 575 180 755 1,845

地域型保育事業 35 9 44 44

その他 0 0 0 0 0

合計 1,090 610 189 799 1,889

教育・保育施設 -12 -8 0 -8 -20

地域型保育事業 0 0 -4 -4 -4

その他 0 0 0 0 0

合計 -12 -8 -4 -12 -24

教育・保育施設 -12 -8 0 -8 -20

地域型保育事業 -109 -4 -113 -113

その他 0 0 0 0 0

合計 -12 -117 -4 -121 -133

達成率（Ｃ／Ａ） 99% 84% 98% 87% 93%
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２．地域子ども・子育て支援事業

H31年度
〈目標値〉

平成27年
4月1日
現在

平成28年
4月1日
現在

達成率

① ② ③ ③／①

1 利用者支援事業 実施箇所 8 1 9 112.5%

2 時間外保育事業 実施箇所 83 86 94 113.3%

3
放課後児童健全育成事業
（学童保育クラブ事業）

入会児童数 4,896 4,319 4,458 91.1%

子育て短期支援事業
（ショートステイ事業）

実施箇所 1 1 1 100.0%

子育て短期支援事業
（トワイライトステイ事業）

実施箇所 1 1 1 100.0%

5
地域子育て支援拠点事業
（子育てひろば事業）

実施箇所 51 37 39 76.5%

一時預かり事業（保育所等） 実施箇所 42 25 27 64.3%

一時預かり事業（幼稚園等） 実施箇所 29 29 29 100.0%

7 病児・病後児保育事業 実施箇所 10 9 9 90.0%

8
子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・
　センター事業）

年間延べ利用人数 5,691 5,706 5,323 93.5%

訪問件数 3,381 3,287 3,455 102.2%

実施体制
（訪問指導員数）

21 21 21 100.0%

10
養育支援訪問事業
（育児支援訪問事業）

実施箇所 4 4 4 100.0%

妊婦健診回数 14 14 14 100.0%

超音波検査回数 1 1 1 100.0%

初回健診数 3,656 3,608 3,704 101.3%

12
実費徴収に係る補足給付を行
う事業

13 多様な主体の参入促進事業

事業実施に向けて検討

事業実施に向けて検討

9
乳児家庭全戸訪問事業
（こんにちは赤ちゃん訪問事業）

事業名 指標

6

11 妊婦健康診査事業

4
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３．新規事業実施状況

（１）のびのび子育て！

番号 新規事業 平成２７年度実施状況 所管課

1-1-4 小規模保育事業
青戸ひだまり保育園、新小岩さくら保育園の２施設が28年4月1日
開園した。

育成課
子育て支援課

1-1-5 事業所内保育事業 事業実施に向けて検討中。
育成課

子育て支援課

1-1-6 居宅訪問型保育事業 事業実施に向けて検討中。
育成課

子育て支援課

1-1-9
お迎え対応型駅近郊
病児保育の実施

事業実施に向けて検討中。
育成課

子育て支援課

1-3-1
保育士の確保に向け
た総合的な取組

保育士の安定的な雇用のためにに、事業者が借り上げた施設に一定
条件の保育士等が居住する際に借り上げ費用の一部を補助する制度
を開始。27年度は3法人10名に対して補助を実施した。

子育て支援課

1-3-2
民有地マッチング事
業

葛飾区小規模保育事業所整備候補物件募集要項を策定。小規模保育
事業所の候補となる物件を公募したが、小規模保育事業所の開設に
は至らなかった。

育成課

1-3-3
認証保育所認可化移
行支援事業

キャンディパーク保育園2号、京成金町プチ・クレイシュの２施設
について認可化した。

育成課
子育て支援課

1-3-4
私立学童保育クラブ
の人材確保等支援事
業

学童保育クラブに家庭と学校等との連絡および情報交換等の育成支
援を主担当として従事する職員を配置する場合に、その職員の賃金
改善に要する費用の一部を補助するもの。27年度は７法人17学童
保育クラブに補助を実施した。

子育て支援課

1-3-6
放課後子ども総合プ
ランの推進

平成28年度から一体型運営が出来るよう、モデル校を4校選定し、
実施に向けて調整を行った。

地域教育課
育成課

子育て支援課

1-3-7
子育て支援情報の適
切な提供

全庁的な情報提供アプリを開発していく中で、各課対応していく。

育成課
子育て支援課
子ども家庭支援課
保健センター

1-3-8
子育て支援に関する
アンケートの実施

保育園・児童館・学童・幼稚園・認定こども園・子育てひろば・認
証保育所・小規模保育所に通う子を持つ親約2,500名を対象にアン
ケートを配布。回収率は４１．８％（1,038名）であった。

育成課
子育て支援課
保育管理課

子ども家庭支援課

1-3-9 利用者支援事業
平成27年４月より、各家庭の状況に応じた子育てサービスの総合的
なアドバイスを行う窓口として「保育アドバイザー」を設置。年間
で251件の相談を受けた。

子育て支援課

1-3-10
多様な主体の参入促
進事業

事業実施に向けて検討中。 育成課

1-3-11 子育て支援員の活用
保育施設の補助員等での活用を目的として、子育て支援員研修の見
学実習に区内私立保育所が協力。27年度は20園で21名を受け入れ
た。

子育て支援課

1-4-2 みなし寡婦控除
利用者負担額（保育料）において、みなし寡婦控除を理由として10
件の減額を行った。

子育て支援課

1-4-6
実費徴収に係る補足
給付を行う事業

事業実施についての調査研究。 子育て支援課
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（２）すこやか子育て！

番号 新規事業 平成2７年度実施状況 所管課

2-2-2
就学前の子どもの発
達相談

発達に課題のある子どもの保護者等から６４９件の相談を受けた。 子ども家庭支援課

2-2-3
特定妊婦電話相談事
業

妊娠・出産にとまどいのある妊婦等から７６件の相談を受けた。 子ども家庭支援課

2-2-4
児童虐待通報電話受
付事業

児童虐待に関する相談を３０４件受け付けた。 子ども家庭支援課

（３）いきいき子育て！

番号 新規事業 平成２７年度実施状況 所管課

3-1-4
ワーク・ライフ・バ
ランス支援アドバイ
ザー派遣事業

アドバイザー（社会保険労務士）を中小企業へ派遣し、育児・介護
休業法等関係法令へ適合するよう就業規則の作成又は改正を行い、
仕事と家庭の両立、男女ともに働きやすい職場づくりを支援する。
5企業への派遣を行った。

人権推進課

（４）あんしん子育て！

番号 新規事業 平成2７年度実施状況 所管課

4-1-2
子育て支援施設の拠
点整備

児童会館、上平井保育園、小菅児童館・保育園、細田児童館、南鎌
倉保育園の整備を進めている。

育成課
保育管理課

（５）みんなで子育て！

番号 新規事業 平成2７年度実施状況 所管課

5-1-1
葛飾学力伸び伸びプ
ランの推進

小・中学校、保田しおさい学校で実施し、９月に中間報告書、３月
に最終報告書を取りまとめ、各校に周知することで、学力向上の取
組みを共有した。

指導室

5-1-6
葛飾スタンダードの
策定・推進

児童・生徒の授業の受け方を示した『かつしかっ子学習スタイル』
に基づいた授業に取り組んだ。『チャレンジ検定』を実施し、基礎
学力の定着状況を把握するとともに、合格できるように指導してい
くことで児童・生徒に自信をもたせ、学習意欲の向上を図った。
児童・生徒の体力向上の目標となる『かつしかっ子チャレンジ』を
策定し、学校教育全体で『かつしかっ子チャレンジ』に取り組ん
だ。

指導室

5-1-9 幼保小の連携推進

「幼児期の学びと小学校教育の連携のための取組表」や「幼児教育
と小学校教育をつなぐ連携プラン」を基に、各ブロックや各グルー
プの実態に応じ、幼保小連携教育を推進した。
各グループの実践を「平成27年度幼保小連携教育実践集」にまと
め、区内公立小学校・幼稚園・保育園及び私立幼稚園・保育園に配
付した。
公立・私立の幼稚園や保育園と小学校の連携による実践交流発表会
を２月に実施した。
幼保小連絡協議会、小中連絡協議会、中高連絡協議会を開催し、そ
れぞれの実態に応じた幼保・小・中・高の円滑な接続や連携の推進
を図った。

指導室
育成課

子育て支援課
保育管理課
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（５）みんなで子育て！（つづき）

番号 新規事業 平成2７年度実施状況 所管課

5-1-10
学校施設の改築・改
修

「早期に改築する学校」、「早期に一部改築・改修する学校」に選
定した５校中、先行して着手する３校の基本構想・基本計画の策定
に向けた検討を進めた。このうち、小松中学校は基本構想・基本計
画を策定し、設計の準備に着手した。
先行して着手する３校・・・東金町小学校、小松中学校（改築）、
本田中学校（一部改築・改修）
上千葉小学校体育館・プール改築・・・既存プールの解体工事を終
え、新築工事に着手した。

学校施設整備担当課
学校施設課

5-1-11 理数教育の充実

東京理科大学と連携し、小・中学生を対象にした「夏休み自由研究
教室」を、日曜日・祝日には区民を対象とした東京理科大学関連団
体による実験教室を開催した。また、「 飾みらい科学研究コン
クール」を開催し、子どもの科学を探求する力の育成を図った。
算数・数学や理科の『教育研究指定校』による研究成果を区立学校
全体に普及させ、基礎基本の定着とともに、筋道を立てて考える力
や自力で解決する力を身に付け、自らの考えを伝えるなど、学び合
う子供を育てる授業の充実を図った。

指導室

5-1-12 特別支援教育の充実

飾区中期実施計画に基づき、発達障害のある子どもに対する重層
的な支援体制について検討を進めた。特に、平成28年度から小学校
全校に「特別支援教室」を設置し、教員による巡回指導を開始する
ために、各校の施設の整備に加え、学校、保護者、地域等への周知
を図った。
中学校特別支援教室の導入に向けて、平成28年度より２か年、東京
都のモデル事業を受託することとなり、その準備のための委員会を
立ち上げ検討を始めた。
「総合教育センター」では、各学校・園への巡回相談、指導を年
1,216回実施した。また、就学相談については、年785人実施し
た。
都立特別支援学校との連絡協議会を年２回開催し、連携を推進し
た。特に、開校初年度となる都立水元小合学園の学校や保護者等へ
の周知について、連携した。

指導室

5-2-3 家庭教育講座

元校長先生とスクールカウンセラーに講師を依頼し、「小学校って
こんなところだよ」「ドキドキの１年生、家庭での心構え」をそれ
ぞれテーマに就学前の子どもをもつ保護者向けの講義を行い、子ど
もを対象にした学校授業体験も同時開催した。受講者は、６コース
合計で延べ１４０人（内訳：保護者１０４人、子ども３６人）で
あった。

地域教育課

5-2-17
子育て支援ボラン
ティア派遣事業

未就学児がいる家庭に研修を受けたボランティアが５０８回訪問し
た。

子ども家庭支援課

5-2-19 セカンドブック事業
3歳の「乳幼児健診のお知らせ」と一緒に引換券を送付。絵本
2,375冊を配布した。

中央図書館

5-2-20
かつしかっ子ブック
事業

おすすめの本のリストから１冊を選んでもらい差し上げる。小学1
年生に3,560部、中学１年生に3,302部を配付した。

中央図書館
指導室
学務課
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（６）つながる子育て！

番号 新規事業 平成2７年度実施状況 所管課

6-1-3
要支援児童一時預か
り事業

保護者による適切な養育が一時的に困難となった児童に対して、延
べ９泊の預かりを実施した。

子ども家庭支援課

6-1-6
特定妊婦電話相談事
業（再掲）

妊娠・出産にとまどいのある妊婦等から７６件の相談を受けた。 子ども家庭支援課

6-1-7
児童虐待通報電話受
付事業（再掲）

児童虐待に関する相談を３０４件受け付けた。 子ども家庭支援課

6-1-8
子育て支援ボラン
ティア派遣事業（再
掲）

未就学児がいる家庭に研修を受けたボランティアが５０８回訪問し
た。

子ども家庭支援課

6-2-2 ５歳児健康診査事業

区内在住で年度内に5歳になる児3,656人に保護者アンケート調査
を実施した。回収数（受診者数）は2,957人であった。そのうち
SDQ16点以上の今後の対応が必要な子に対して集団遊びの観察と
医師の診察を実施し、結果説明会で今後の対応についてアドバイス
を行った。

子ども家庭支援課

6-2-3
就学前の子どもの発
達相談（再掲）

発達に課題のある子どもの保護者等から６４９件の相談を受けた。 子ども家庭支援課

6-2-5

障害児通所給付（児
童発達支援・放課後
等デイサービス・保
育所等訪問支援）

24年度の児童福祉法の改正に伴い、放課後等デイサービスを中心
に、事業所数、支給（利用）量が急増してきたが、27年度はようや
く伸びが鈍化してきた。延べ利用者数は12,473人であった。

障害福祉課

6-2-6
障害児に関するサー
ビス利用計画作成

27年度末における指定障害児相談支援事業所は、12事業所となっ
ている。支給決定者の７割が障害児支援利用計画を作成している。

障害福祉課
障害者施設課
子ども家庭支援課

6-2-7
児童発達支援セン
ターの整備支援

区内２か所目の児童発達センターであるのぞみ学園かめあり（亀有
二丁目・定員30人）は、公募により選定した法人によって11月に
工事が着工された。（平成28年10月開設予定）
また、区内３か所目となる児童発達センターを旧高砂保健センター
敷地（高砂三丁目・定員60人）に整備するため、整備・運営をする
法人を公募し、選定を行った。(平成30年開設予定）

障害福祉課
障害者施設課

6-2-9
保育所等訪問支援事
業

拠点型集団支援について、区内の拠点3か所で実施し、延べ利用児
童数は90人であった。個別支援については、保育園、幼稚園等15
園に訪問し、支援をした児童数は延べ51人であった。

障害者施設課

6-2-10
特別支援教育の充実
（再掲）

飾区中期実施計画に基づき、発達障害のある子どもに対する重層
的な支援体制について検討を進めた。特に、平成28年度から小学校
全校に「特別支援教室」を設置し、教員による巡回指導を開始する
ために、各校の施設の整備に加え、学校、保護者、地域等への周知
を図った。
中学校特別支援教室の導入に向けて、平成28年度より２か年、東京
都のモデル事業を受託することとなり、その準備のための委員会を
立ち上げ検討を始めた。
「総合教育センター」では、各学校・園への巡回相談、指導を年
1,216回実施した。また、就学相談については、年785人実施し
た。
都立特別支援学校との連絡協議会を年２回開催し、連携を推進し
た。特に、開校初年度となる都立水元小合学園の学校や保護者等へ
の周知について、連携した。

指導室

6-3-3
みなし寡婦控除（再
掲）

利用者負担額（保育料）において、みなし寡婦控除を理由として10
件の減額を行った。

子育て支援課
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【事業一覧表】１．のびのび子育て！

27 28 29 30 31

定員 9,835 名

箇所数 96 園

1-1-2 予約入園の拡大 拡充
安心した育児休業の取得とスムーズな職場
復帰 目的  育児休業明  ０歳児   
の予約入園を拡大します。

予約入園の実施園を拡大していきます。 箇所数 19 園 子育て支援課
保育管理課

定員 94 人

家庭的保育者数 24 人

定員 100 名

箇所数 6 園

定員 0 名

箇所数 0 園

定員 0 名

箇所数 0 園

１時間延長保育 
実施箇所数（公
立）

35 園

１時間延長保育 
実施箇所数（私
立）

13 園

２時間延長保育 
実施箇所数（公
立）

9 園

２時間延長保育 
実施箇所数（私
立）

35 園

３時間延長保育 
実施箇所数（公
立）

0 園

３時間延長保育 
実施箇所数（私
立）

2 園

育成課
子育て支援課

拡充
 本計画第５章  量 見込 及 確保方策  
基づき、保育所の整備等にあわせて実施すること
で、着実に拡充を図っていきます。

育成課
子育て支援課

育成課
子育て支援課

1-1-4 小規模保育事業 新規  本計画第５章  量 見込 及 確保方策  
基づき、迅速かつ着実に拡充を図っていきます。

1-1-3 家庭的保育事業（保育ママ） 待機児童の多い地域を中心に、着実に事業を実
施します。 子育て支援課

認可保育所は、児童福祉法に基づく児童福
祉施設であり、保護者が安心して就労と子育
  両立        家庭    保育  
   保護者 代   保育 行    
また、認定こども園は、幼稚園と保育所の機
能 特長 併 持  就学前 子   対  
幼児教育と保育を一体的に提供する施設で
  子育 相談 親子 交流 場 用意  
    園 通       利用     

単位 備考欄 所管課

1-1-1 認可保育所・認定こども園の設
置・運営 拡充

 本計画第５章  量 見込 及 確保方策  
基づき、迅速かつ着実に拡充を図っていきます。ま
た、既存の幼稚園・保育所から認定こども園への移
行 支援       

育成課
子育て支援課
保育管理課

指標説明
（参考）

１時間以上 延長
保育を実施している
延べ園数

２時間以上 延長
保育を実施している
延べ園数

３時間以上 延長
保育を実施している
延べ園数

年度   実施状況番号 事業名 新規・
拡充 事業概要

1-1-6 居宅訪問型保育事業

会社等が設置する保育施設などで、従業員
の子どもと地域の子どもを一緒に保育します。

障害・疾患などで個別のケアが必要な場合な
   保護者 自宅 １対１ 保育 行  
す。

取組の方向 評価指標

1-1-5 事業所内保育事業 新規 事業の実施に向けて検討を進めます。

新規 事業の実施に向けて検討を進めます。

子どもの保育についての技術及び経験を持
ち、区が認可等した家庭的保育者（ 保育マ
 ） 自宅   ３ 歳未満 子   保育 
る事業です。少人数で家庭的な環境で保育を
実施します。

保育所等で通常の保育時間を超えて子ども
を保育します。

 ０   ２ 歳 低年齢児 保育 量的拡大
 図    少人数（ 定員６   19人） 
対象に、家庭的保育に近い雰囲気の下、きめ
細  保育 行    

1-1-7 時間外保育事業 子育て支援課
保育管理課

当該年度 整
備によってもたら
   翌年4月
1日現在の数

当該年度 整
備によってもたら
   翌年4月
1日現在の数
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27 28 29 30 31
単位 備考欄 所管課指標説明

（参考）
年度   実施状況番号 事業名 新規・

拡充 事業概要 取組の方向 評価指標

定員（施設型） 36 人

箇所数（施設型） 9 箇所

年間延 訪問回数
（訪問型） 13 回

定員 0 名

箇所数 0 箇所

定員 70 人

施設数 7 園

利用人数 1,341 人

1-1-11 私立幼稚園 ２歳児受入  実施

 私立幼稚園     2 歳児   受入  
行  幼稚園教育         必要 知
識 早期取得 幼児 心身 健全 発達 
促します。

 事業内容 区民 周知       利用 促進
します。 早期入園実施園数 6 園 子育て支援課

預かり保育実施幼
稚園数

教育時間外の預か
り保育を実施してい
る園

26 園

３期休業中の預か
り保育実施園

預  保育補助金
の交付対象となる条
件を満たす園

6 園

入会児童数（私
立） 3,290 人

施設数（私立） 61 箇所

入会児童数（公
立） 1,168 人

施設数（公立） 24 箇所

 日曜 祝日 年末年始 保護者 仕事  
   保育     場合 子   保育 行
います。

 放課後帰宅   保護者 就労又 疾病等
 理由 適切 監護 受     小学生 
遊び及び生活の場を与え、指導・健全育成を
図ります。
また、小学校内を中心に各小学校区域内に
学童保育クラブを設置するとともに、放課後子ど
も総合プランを推進していきます。

 私立幼稚園 通常 保育時間以降 夏休
みなどに子どもを預かります。

育成課
子育て支援課

1-1-10 休日保育事業

1-1-13 放課後児童健全育成事業（学童保育クラブ事業） 拡充
 本計画第５章  量 見込 及 確保方策  
基   対象学年 小学校６年生   引 上 
るとともに、着実に拡充を図っていきます。

駅近郊で病児保育を実施し、保育所等に預
けていた子どもが病気になった際、病児保育施
設職員 保育所等   迎  行      
 医 診察 同行       保護者  迎
  来    間 施設 保育 行    

私立幼稚園 預  保育事業1-1-12

育成課
子育て支援課

実施日数や実施時間の拡大を図るほか、当該園
の在籍児以外の受入れも検討していきます。 子育て支援課認定こども園は

含めない

新規 事業の実施に向けて検討を進めます。

育成課
子育て支援課
保育管理課

多様な保育ニーズに対応するため、事業を着実に
実施していきます。

拡充  本計画第５章  量 見込 及 確保方策  
基づき、着実に拡充を図っていきます。

保育所に在籍中等の子どもが病気中や病後
    集団保育 困難 場合  診療所 
保育所等に設置した専用室で一時的にその子
どもを保育します。
また、訪問型病後児保育事業は、保育士等
が家庭を訪問して子どもを保育します。

育成課
子育て支援課
保育管理課

1-1-9 お迎え対応型駅近郊病児保育
の実施

1-1-8 病児・病後児保育事業

当該年度 整
備によってもたら
   翌年4月
1日現在の数
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27 28 29 30 31
単位 備考欄 所管課指標説明

（参考）
年度   実施状況番号 事業名 新規・

拡充 事業概要 取組の方向 評価指標

定員（施設型） 238 人

箇所数（施設型） 27 箇所

年間延 訪問回数 ※病後児事業（訪
問型）との合計数 39 回

会員数（サポート会
員） 1,326 人

会員数（ファミリー
会員） 289 人

会員数（両方会
員） 53 人

年間延 利用人数 5,323 人 年度末 数値

定員 5 人

箇所数 1 箇所

年間延 利用人員 278 人

定員 10 人

箇所数 1 箇所

年間延 利用人員 147 人

1-2-5 地域子育て支援拠点事業
（子育てひろば事業） 拡充

子育て中の親が出会い、情報交換や相談の
できる拠点として子育てひろばを設置して親の
孤立化 防止    

 本計画第５章  量 見込 及 確保方策  
基づき、保育所の整備等にあわせて実施するととも
に、事業内容の充実を図っていきます。

箇所数 39 か所 基幹型児童館
7館を含む

育成課
子育て支援課

実施箇所数 88 箇所

利用件数 126 件

1-3-1 保育士の確保に向けた総合的
な取組 新規

 保育士不足 問題 対応        
ワーク等と連携するとともに、保育士資格の取
得支援や保育士の宿舎借上げ支援などにより
保育士確保につなげ、保育の質の向上にも取
り組みます。

事業の実施に向けて検討を進めます。 宿舎借上 支援利
用者数 10 人 子育て支援課

1-3-2 民有地     事業 新規
保育所整備等の促進のため、土地等所有者
 保育所 運営  法人等       行
  用地不足  対応 図   

事業の実施に向けて検討を進めます。 マッチング件数（開
所数） 0 か所 育成課

1-3-3 認証保育所認可化移行支援
事業 新規  認可化 希望  認証保育所 対  移行

に向けた事業者の取組を支援します。  着実 移行 支援 行    移行園数 2 か所 育成課
子育て支援課

子育て援助活動支援事業
（ファミリー・サポート・センター事

業）
拡充

1-2-4 子育て短期支援事業（トワイ
ライトステイ事業）

 積極的 ＰＲ 行  事業内容 区民 周知 
          会員 募集 行  登録数 増
           地域     利用    環
境 整        対象児童 小学校６年生 

でに拡大します。

育成課

保護者が病気や出産などのため入院するとき
や家族の入院のため介護をする必要のあるとき
   一時的 保育 行    

 区民相互 助 合    子育  支援  
事業で、支援を必要とする人（ ファミリー会
員） と支援することができる人（ サポート会
員） を結ぶ会員制の育児支援事業です。

 利用者 利用         提供方法 検討
していきます。

子ども家庭支
援課

一時預かり事業は、保護者の仕事の都合や
通院のほか、自身の活動やリフレッシュなどをす
る場合に、保育所などで一時的に子どもを保育
します。
また、訪問型一時保育事業は、保護者の疾
病・入院等により、緊急・一時的に保育が必要
な場合に、保育士等が家庭を訪問して子どもを
保育します。

 保護者 病気 出産 出張 育児不安   
理由 育児 困難    一時的 宿泊 伴
う保育を実施します。

1-2-6 緊急一時保育事業 保育所の整備等にあわせて実施していきます。 子育て支援課
保育管理課

 残業等 保護者 帰宅 遅 場合 一時的
に夜間（午後10 時まで）の保育を実施しま
す。

1-2-1 一時預かり事業 拡充

 本計画第５章  量 見込 及 確保方策  
基づき、着実に拡充を図っていきます。一時預かり事
業については、保育所の整備等にあわせて実施し
ます。また、訪問型一時保育事業については、地
域に密接した保育所等での実施を目指します。

育成課
子育て支援課
保育管理課

1-2-3 子育て短期支援事業（ショート
ステイ事業）

1-2-2

 利用者 利用         提供方法 検討
していきます。

子ども家庭支
援課
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27 28 29 30 31
単位 備考欄 所管課指標説明

（参考）
年度   実施状況番号 事業名 新規・

拡充 事業概要 取組の方向 評価指標

施設数 17 か所

金額
人材確保のための処
遇改善に係る経費
計上金額

12,077,139 円

1-3-5 学童保育クラブの開所時間の
延長

学童保育クラブで通常の指導時間（学校下
校時から午後６時まで）を超えて子どもを保育
します。

 利用    把握  上  検討 進    6時以降 延長保
育の実施クラブ数 63 箇所 育成課

子育て支援課

1-3-6 放課後子ども総合プランの推進 新規

放課後児童健全育成事業（学童保育クラ
ブ事業）と放課後子ども事業（わくわくチャレン
ジ広場）の一体的実施又は連携実施に向け
取り組みます。

○放課後子ども事業の整備計画
 区内 区立小学校全49 校 実施       
児童指導サポーターや運営委員会、学校などの意
見 調整   対象学年 拡大 引 続 進  
いきます。
○放課後児童健全育成事業及び放課後子ども事
業の一体的な、又は連携による実施に関
する具体的な方策
共通の活動プログラムの企画、実施等については、
子育て支援部及び教育委員会等が連携し、定期
的な打合せや情報交換の場を設けながら進めていき
ます。
○小学校の余裕教室等の放課後児童健全育成
事業及び放課後子ども事業への活用に関す
る具体的な方策
子育て支援部及び教育委員会が連携して学校
関係者と調整を図っていきます。
○放課後児童健全育成事業及び放課後子ども事
業の実施に係る子育て支援部及び教育委
員会の具体的な連携に関する方策
子育て支援部及び教育委員会等による定期的な
打合せや情報交換の場を設けていきます。

一体型運営数

放課後児童健全育
成事業及び放課後
子ども事業の一体型
運営数

0 ヵ所
地域教育課
育成課
子育て支援課

1-3-7 子育 支援情報 適切 提供 新規
妊娠期や育児期など、その状況に応じ、必要
なときに必要な子育て支援情報をＩＣＴを活
用して提供します。

 電子母子健康手帳 導入   事業 実施 向
けて検討を進めます。 登録者数 0 名

育成課
子育て支援課
子ども家庭支
援課
保健センター

1-3-8 子育て支援に関するアンケート
の実施 新規

 子育 中 区民 毎年度子育 支援 関 
 満足度 要望等       実施    
の結果を子ども・子育て会議に諮りながら、子
育て支援の取組に生かしていきます。

事業の実施に向けて、アンケートの設問内容等に
ついて検討を進めます。      回収率 42 ％

育成課
子育て支援課
保育管理課
子ども家庭支
援課

相談件数
（特定型） 251 件

実施箇所数
（特定型） 1 箇所

実施箇所数
（母子保健型） 8 箇所

1-3-9 利用者支援事業 新規 事業の実施に向けて検討を進めます。 子育て支援課
育成課

 私立学童保育    対  児童 集団規
模に応じた職員の適正配置に向けた人材確保
 支援 設備 充実     支援 行  
す。

当該年度 整
備でもたらす翌
4月1日の数字

子育て支援課

子どもや保護者の身近な場所で、保育所等
 子育 支援事業 関  情報提供 行  
    必要 応 相談   行    

1-3-4 私立学童保育    人材確
保等支援事業 新規 事業の実施に向けて検討を進めます。
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27 28 29 30 31
単位 備考欄 所管課指標説明

（参考）
年度   実施状況番号 事業名 新規・

拡充 事業概要 取組の方向 評価指標

1-3-10 多様な主体の参入促進事業 新規
 保育所    民間事業者 参入促進 関
  調査研究 多様 事業者 能力 活用 
た保育所等の設置・運営を促進します。

保育所等の設置に際して、英会話や音楽・芸術
活動、ＩＣＴ教育など、多様なカリキュラムを導入
する事業者への支援等を実施することにより、保育
サービスの充実を図ります。

導入支援件数 0 件 育成課

1-3-11 子育て支援員の活用 新規
 研修 修了 認定 受   子育 支援員 
を小規模保育事業等や学童保育クラブなどで
活用していきます。

事業の実施に向けて検討を進めます。

公立 私立保育施
設、学童保育クラブ
等で子育て支援員
研修修了者 雇用
している人数。

公・私保育所
公・私学童保育クラ
ブ
子育てひろば
認定こども園
保育ママ
小規模
認証
公・私幼稚園
児童館

0 名
子育て支援課
育成課
保育管理課

1-3-12 福祉サービス第三者評価事業の推進

区内の保育施設におけるサービス向上に向け
た取組を促進するため、第三者評価機関によ
 専門的  客観的 立場   評価受審 
推進します。

 区内 保育施設     第三者評価制度 説
明会や受審費用の助成などを通じて、第三者評価
の普及を進めます。

評価受審保育施設
数

評価を受審した区
内の保育サービス事
業所数

21 施設 福祉管理課

1-4-1
多子世帯に対する経済的負担
軽減 充実（保育料 減免
等）

拡充

 小学校６年生   兄 姉 有  多子世
帯の児童の認可保育所や幼稚園、認証保育
所   保育料等 減免  多子世帯 経済
的な負担軽減を図ります。

 着実 事業 実施  子育 家庭  支援 行
います。 減免件数 4,245 件 子育て支援課

1-4-2 みなし寡婦控除 新規

税法上の寡婦（夫）控除の対象とならない
婚姻歴のないひとり親世帯に、寡婦（夫） 控
除   者 同様 保育所保育料 学童保
育   使用料 適用    

 着実 事業 実施  子育 家庭  支援 行
います。 適用件数 10 件 子育て支援課

交付件数 3,961 件

交付金額 1,015,572,000 円

交付件数 5,446 件

交付金額 95,354,900 円

児童手当受給者数 ３月末受給者数 32,811 人

児童育成手当受給
者数 ３月末受給者数 4,910 人

児童扶養手当受給
者数 ３月末受給者数 3,556 人

1-4-6 実費徴収 係 補足給付 行
う事業 新規

保護者の世帯所得の状況等を勘案して、保
育所や幼稚園等に保護者が支払うべき日用
品 文房具   物品購入費 行事  参加
費などを助成します。

事業の実施に向けて検討を進めます。 助成件数 0 件 子育て支援課

 認証保育所 保育料    補助金 交付
し、子育て世帯の経済的な負担軽減を図りま
す。

 中学校3 年修了（ 15 歳 達  日以降
の最初の3 月31 日）までの児童を養育され
   方 児童手当 支給     父母 
離婚  児童等 扶養    方 児童育成
手当や児童扶養手当を支給します。

1-4-5 児童手当等事業  引 続  制度 周知 行  着実 事業 実施
します。 子育て支援課

 子   私立幼稚園 通 世帯 補助金 
交付  保育料等 経済的負担 軽減 図 
ます。

1-4-4 認証保育所 保育料保護者
負担軽減

 着実 事業 実施  子育 家庭  支援 行
います。 子育て支援課

1-4-3 私立幼稚園等園児保護者 
対  補助金

 着実 事業 実施  子育 家庭  支援 行
います。 子育て支援課
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【事業一覧表】２．すこやか子育て！

27 28 29 30 31

受診者数

事務事業評価
妊婦健診＋超音波
検査(里帰 ）＋保
健指導票受診件数

49,000 件

妊婦健診回数 14 回

超音波検査回数 1 回

初回受診者数 3,704 件

2-1-2 歯科健康教育

   歯 歯周病等 歯科疾患 予防  噛
むことや飲み込むことなどの口腔（ こうくう）機
能 維持 関  区民 年齢 状況 応  
健康教育及 健康相談 行    

妊娠期においては、身体だけではなく、口腔環境が
変化  時期       妊婦 歯 口腔 健康
づくりを支援していきます。

受講者数 「妊婦のお口の健康
教室」実施 89 人 健康づくり課

2-1-3 特定不妊治療費 助成
 医療保険 適用    特定不妊治療
（体外受精及び顕微授精）に係る費用の一
部を助成し、経済的な負担を軽減します。

 特定不妊治療費助成事業  国 都 制度改
正 踏   区 助成制度 検討    

特定不妊治療費助
成件数 335 件

子ども家庭支
援課
保健センター

訪問件数（実数） 委託助産師＋保健
師 3,455 件

訪問委託助産師数 21 人

2-1-5 乳幼児健診  乳幼児 疾病 早期発見 早期予防 努
め、健やかな子育てを支援します。

 各健診 受診率 向上 努       健診未
受診者のフォローをします。

乳幼児健康診査受
診件数

事務事業評価
4か月・6か月・9か
月・1歳6か月・3歳・
5歳・経過観察健診
受診件数

18,503 人
子ども家庭支
援課
保健センター

親と子のこころの相
談室利用者数 利用者数 62 人

１歳６ 月心理経
過観察(集団）の
延 利用者数

477 人

母親 延 参加者
数

母親     学級
 母親参加者数 1,488 人

父親の延べ参加者
数

母親     学級
の父親参加者数 768 人

新規の育児グループ
支援数 グループ支援数 125 組

多胎児等の育児グ
ループの支援数 4 組

出生通知票を基に助産師・保健師が生後４
か月になるまでの赤ちゃんがいるすべての家庭を
訪問し、体重を測定しながら育児上の心配ごと
 産後 体調      相談 乗  育児不
安の解消を図ります。

 産後  病 発症予防 早期発見     
ジンバラ産後うつ問診票を活用して支援が必要
な方を「親と子のこころの相談室」につなげます。
   子   発達 遅  関  方 不安 
親に対して、専門家を交えたグループワークや親
子遊  親子 成長 支援    

 父   母    心構  両親 助 合  
育児ができるように妊娠中の生活・出産の話、
 風呂 入 方 実習    先輩     
子育て体験談を聞く場を提供します。また、平
日 参加    夫婦     休日 利用 
て休日パパママ学級を実施します。

 同 月齢 子 持 母親        多
胎児のグループなど多様な育児グループに対し
て、健康情報等を提供し、育児の問題に対す
 理解 問題解決方法 学      子育 
中 親同士 仲間    推奨  親 孤立 
育児不安 解消    

2-1-8 育児グループの育成・支援 育児グループを保健センターに加えてより身近な場
所  行  親同士 仲間    推奨    

子ども家庭支
援課
保健センター

2-1-7 母親学級     学級 拡充
計画的にＮＰＯ法人に本事業を委託し、父親と
母親 助 合  育児 行     実施日時 会
場及び内容を拡充していきます。

子ども家庭支
援課

2-1-6 親と子の心の健康づくり
 産後  病 発症予防        不安 抱 
ている親子に対して、グループワークを通して、親子の
成長 支援       

子ども家庭支
援課
保健センター

妊婦健康診査事業 妊婦健康診査事業により、安全な出産ができるよ
うにします。

子ども家庭支
援課

2-1-4 乳児家庭全戸訪問事業（  
にちは赤ちゃん訪問事業）

 乳児 成長 確認       保護者 育児不
安や孤独感の軽減を図っていくため、多様な方法で
アプローチしていきます。

子ども家庭支
援課
保健センター

2-1-1
妊婦健康診査14 回と超音波検査費用の
一部 助成        妊娠中 健康管理
を充実させます。

指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要
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27 28 29 30 31
指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要

医療助成受給件数
妊娠高血圧症候群
＋養育＋育成＋療
育医療受給件数

127 件

乳幼児精密健康診
査受給件数

乳幼児精密健康診
査受給件数 158 件

麻しん接種者数
（１期）

ＭＲ１期接種＋麻
しん１期単独 3,579 人

麻しん接種者数
（２期）

ＭＲ２期接種＋麻
しん２期単独 3,300 人

麻しんの予防接種の
接種率（1期） 94 ％

2-1-11 結核の予防接種
結核の予防接種ＢＣＧの接種は、結核性
髄膜炎を予防するために、1 歳までに接種する
よう積極的に勧奨します。

ＢＣＧの標準接種期間は、生後5 か月から8 か
月となっています。今後は、よりＢＣＧ 接種を受け
   環境 整備     医療機関  個別接
種を進めていきます。

ＢＣＧ予防接種の
接種率 ＢＣＧ接種者数 95 ％ 保健予防課

アレルギー相談件数 955 件

乳児健診時の皮膚
疾患有所見者数 672 人

アレルギーに関する
講演会の参加者数 64 人

アレルギーニュースレ
  発行数 2,000 件

アレルギーニュー
     年２
回発行    
ルギー疾患に関
  知識 対
応を広く周知し
ます。

リーフレットの配布数

児童館、育児グルー
プにおける指導回数
受診結果 有所見
の児童・生徒数

17,415 部

栄養教室の実施回
数 81 回

小児生活習慣病予
防指導講習会参加
者数

36 人

     流行      接種率 向上 目
指し、接種状況の把握や未接種者への勧奨を
行    平成26 年度  麻   風  混
合ワクチン（ＭＲ ） の定期予防接種の未接
種者を対象に、任意のＭＲの予防接種費用
の全額助成を実施しています。

乳幼児健診等での個別相談のほか、アレル
ギー相談窓口を設置し、随時相談に応じます。
必要に応じて栄養士や環境衛生担当者、食
品衛生担当者等と連携して相談体制の充実
を図ります。

アレルギー情報の提供、アレルギー性疾患の
症状へのケアや予防など、リーフレットの作成や
講演会等によりアレルギー性疾患に関する正し
 知識 普及    

 子   健   成長     母親学級 
乳幼児健診、児童館、育児グループ等におけ
る栄養指導やリーフレットの配布により望ましい
食生活についての栄養教育を実施します。ま
  小学校4 年生及 中学校1 年生 児童 
生徒 前年度 受診者 医学的管理 経過
観察が必要と判断された者のうち希望者に小
児生活習慣病予防健診を実施します。保護
者向        配布 所見   児童 生
徒の保護者を対象とした小児生活習慣病予
防指導講習会を実施するなど健康的な生活
習慣を身につけられるように指導します。

 未熟 出生  乳児 入院中 医療費 精
密検査 受  必要   乳幼児 検査料 
機能回復 必要 医療費   助成     
   子   健康管理 係 経済的負担 軽
減  早期 治療 療育 図    

 引 続  子   健   成長     望  
い食生活についての栄養教育を実施します。また、
小児生活習慣病予防健診の受診により、より多くの
児童・生徒が健康的な生活習慣を身につけられるよ
  健診事業 充実 受診率 向上 努     
す。

2-1-14 栄養教育の実施
健康づくり課
保健センター
学務課

2-1-12 アレルギー相談の実施

乳幼児健診等での個別相談以外に、各保健セン
ターにおいて随時相談に応じます。また、保健所内に
アレルギー相談窓口を設置し、関係部署と連携して
相談体制を構築していきます。

地域保健課
保健センター

疾病 早期発見 早期対応  医療費 助成 行  経済的負担 軽減    
子ども家庭支
援課
保健センター

2-1-10 はしかの予防対策 未接種者への個別通知やチラシを配布し、事業の
周知を図っていきます。 保健予防課

2-1-9

2-1-13      性疾患 関  知識の普及啓発

子育て支援部や教育委員会と密に連携し、必要
な情報をタイムリーに発信していけるよう体制を整え
ます。

地域保健課
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27 28 29 30 31
指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要

保護者向け教室参
加者数

保育園、幼稚園等
の保護者対象 344 人

食事バランスゴマの
貸し出し回数

保育園、幼稚園等
への貸し出し回数 47 回

料理   配布数 保育園、幼稚園等
への配布数 3,000 枚

親子 歯育    
    参加率

１０ 月児   母
親対象健康教室 50 ％

    歯育 歯科
健診受診率

２歳児   母親対
象 57 ％

受診者数 ３歳未満の子を持
 母親対象 2,281 人

受診票交付数（受
診予定者数）

乳児、１歳６か月
児健康診査時配布
数

7,136 人

2-1-18 子  医療費助成 実施

 中学校3 年生   児童 対  食事療養
費自己負担分、差額ベッド代等を除いた保険
診療自己負担分 助成 行  医療費負担
を軽減します。

 引 続  対象者 対  制度 周知 行  医
療費助成 実施    

中学校３学年  
 医療費助成件数

1,008,300 件 子育て支援課

2-1-19 入院助産
経済的に困窮する妊産婦が入院による出産
ができない時に、指定助産施設での入院・分娩
費用を補助します。

主に生活保護世帯、非課税世帯を対象に出産
費用 補助 行  安心  出産     支援 
ます。

助産件数 助産の実施件数 34 件 子育て支援課

受診者数 1,434 人

電話相談件数 801 件

相談の活動件数 16,689 件

子   心理療法実
施延べ件数 36 件

親のカウンセリング実
施延べ件数 191 件

2-2-2 就学前の子どもの発達相談 新規
発達に課題のある子どもの保護者又は関係
者   相談 受  適切 支援 開始  
す。

発達に障害があり指導・訓練を必要とする乳幼児
又   疑    乳幼児 早期 発見  適切 
支援 行       乳幼児 心身発達 促進 
ます。

発達相談件数 649 件 子ども家庭支
援課

2-2-3 特定妊婦電話相談事業 新規

妊娠が確認できる段階から相談ができるように
します。また、相談しやすい環境を整えることで、
虐待の発生を予防し、子どもの健全育成を推
進します。

 特定妊婦 適切 支援 行       相談件数 76 件 子ども家庭支
援課

平日の夜間に小児を対象とした初期救急医
療     提供 電話   医療相談 対
応します。

「子どもとの接し方がわからない」「子どもの愛し
方がわからない」などの悩みを持つ親に対する相
談支援を通して、虐待を予防します。

保育所等の保護者に対して、家庭での食育
の取組に関する教室を実施します。また、幼児
向け食事バランスガイドコマの貸出しや教材の
提供を通して、保育所等における食育の推進
を支援します。

 子     歯予防     親子 歯育  
                      歯科健
診       歯育 歯科健診  健康教育等
     歯科保健 関  正  知識 普及
を図ります。また、子ども本人だけでなく家族に
対      歯予防 働    乳幼児 心
身   健   発育       歯科医 
定着を促します。

引き続き、健康診査を実施し、健やかな子育てを
支援します。 健康づくり課

2-1-20

2-2-1 子どもと親に対する相談・支援
の実施

 児童虐待 予防    適切 援助 行    
ます。

子ども家庭支
援課

2-1-17 母親健康診査

小児初期救急平日夜間診療
事業

 医療機関  連携 図  急 子   疾病 対
  保護者等 不安 解消       地域保健課

 子育 中 母親 対 健康診査 行    
   母親 疾病 早期発見 早期治療 図
      正  健康習慣 確立 生活習慣
病を未然に防止することで、健やかな子育てを
支援します。

2-1-16     歯育 支援事業
 引 続  各健診 健康教育       歯 
歯周病 予防     正  知識 普及  家族
や地域でデンタルＩＱを高めていきます。

健康づくり課

2-1-15 親と子の食育推進事業 引き続き、家庭、保育所等における食育の推進を
支援します。

健康づくり課
保健センター

16



27 28 29 30 31
指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要

日中の虐待通報件
数 283 件

夜間等の虐待通報
件数 21 件

2-2-5
地域子育て支援拠点事業
（子育てひろば事業）（再
掲）

拡充
子育て中の親が出会い、情報交換や相談の
できる拠点として子育てひろばを設置して親の
孤立化 防止    

 本計画第５章  量 見込 及 確保方策  
基づき、保育所の整備等にあわせて実施するととも
に、事業内容の充実を図っていきます。

箇所数 39 か所 基幹型児童館
7館を含む

育成課
子育て支援課

訪問件数（実数） 委託助産師＋保健
師 3455 件

訪問委託助産師数 21 人

2-2-7 悩みごと相談の実施
 夫婦 子   家庭     母親     
  女性 抱  悩    相談 対応  
す。

 専門       女性 抱       悩  
問題 解決 軽減  女性 自立 支援    相談件数 871 件 人権推進課

2-2-6
乳児家庭全戸訪問事業（  
にちは赤ちゃん訪問事業）
（再掲）

出生通知票を基に助産師・保健師が生後４
か月になるまでの赤ちゃんがいるすべての家庭を
訪問し、体重を測定しながら育児上の心配ごと
 産後 体調      相談 乗  育児不
安の解消を図ります。

 乳児 成長 確認       保護者 育児不
安や孤独感の軽減を図っていくため、多様な方法で
アプローチしていきます。

子ども家庭支
援課
保健センター

虐待に関する相談を受け、児童相談所や各
関係機関と連携して子どもの安全を確保すると
    家族  援助 行    日中    
く、夜間や休日等を含めて専門職による虐待
通報電話の24 時間受付を実施します。

2-2-4 児童虐待通報電話受付事業 新規  児童虐待 予防    適切 援助 行    
ます。

子ども家庭支
援課
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【事業一覧表】３．いきいき子育て！

27 28 29 30 31

3-1-1 企業向けセミナー
ワーク・ライフ・バランスの推進や育児休業制
度 定着 図    区内 企業向    
ナーを開催します。

ワーク・ライフ・バランスの推進には企業における取
組が重要なため、取り組むメリットについて周知し、
啓発 意識改革 取 組    

セミナーの実施回数 1 回 人権推進課
産業経済課

3-1-2 ワーク･ライフ･バランスに関する
普及・啓発

               理解 普及 図  
  各種印刷物 発行         啓発
活動 行    

一人ひとりがライフスタイルや人生の各段階に応じ
た生活を充実できるよう、ワーク・ライフ・バランスの意
義 子   含  広 区民 企業 周知  理解
 深     活動 行    

啓発イベント参加者
数

産業フェア出展ブー
スのイベント参加者
数

1,753 人 人権推進課

3-1-3 ワーク･ライフ･バランスに関する
講座・講演会

 各年齢層 応  女性       作   
少子高齢化社会 対応 向  知識 情報 
提供するための講座・講演会を開催します。

               関心 理解 深   
  介護 働 方 見直   対象 課題 応  
講座等を実施します。

講座（区民対象）
の実施回数 3 回 人権推進課

3-1-4 ワーク・ライフ・バランス支援アド
バイザー派遣事業 新規

区内中小企業へワーク・ライフ・バランス支援ア
ドバイザーを派遣し、育児・介護休業法等関係
法令 適合    就業規則 作成又 改正
 行  男女   仕事 家庭 両立    
働きやすい職場づくりを支援します。

より多くの企業にワーク・ライフ・バランス支援アドバ
   派遣事業 趣旨    周知 図  利用 
促進します。

ワーク・ライフ・バラン
ス支援アドバイザー
派遣企業数

5 社 人権推進課

3-1-5 事業所向 啓発誌 発行

              関  取組 行政等
による支援・相談体制の情報提供等の周知啓
発    区内事業所向  情報誌 発行 
ます。

優秀な人材の確保・定着、企業のイメージ向上と
いった企業がワーク・ライフ・バランスに取り組むメリット
 取組方法等    周知  啓発 意識改革 
取り組みます。

発行部数／回数 5,600 部 人権推進課

3-1-6 企業企画講座の開催支援

              含  男女平等 関
する学習・講座開催を希望する事業所に対
し、講座企画を提案し、開催・運営を支援しま
す。

企業の状況に応じた学習機会の提供によりワー
ク・ライフ・バランスへの取組を推進します。 講座実施回数 0 回 人権推進課

3-1-7
男性の家庭生活参画促進に関
する普及・啓発とネットワークづく
り支援

男性の家事・育児・介護への参画が進むよ
  意識啓発 関  事業 情報提供 行 
ます。また、講座や父親向け事業への参加など
をきっかけとした男性同士のネットワークづくりを
支援します。

世代や課題等に応じた情報提供や実践的講座を
行       参加者同士   情報交換等 
ネットワークづくりを支援します。

講座（男性対象）
の実施回数 3 回 人権推進課

3-1-8 再就職講座

 出産 育児 介護等 離職  女性 再就
職     必要 情報      角度  
提供  再就職 役立 講座 講演会 開催
します。

 女性 再就職 起業    継続  働    
支援 行       講座実施回数 1 回 人権推進課

指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要
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【事業一覧表】４．あんしん子育て！

27 28 29 30 31

4-1-1 赤ちゃんの駅事業 拡充
小さな子どもを連れた親が安心して外出を楽
しめるよう、おむつ替えや授乳などができるスペー
スを公共施設等に設置します。

 ｢赤    駅｣ 区施設内等 設置    区民
 利用 図    今後 設置箇所 増     
ます。

設置箇所数 新規設置箇所数 2 箇所 育成課

4-1-2 子育て支援施設の拠点整備 新規
総合的 子育 支援 中核 担  行政機
関としての特性を生かしたサービスの提供や役
割を担う施設を整備します。

 施設老朽化 伴 建 替      子育 支援
施設の拠点を整備します。 実施か所数 0 か所 育成課

保育管理課

4-1-3 遊びや生活を通した子どもの健全育成

子どもたちの声を取り入れ、集団あそびや伝承
    外    異年齢    読 聞  
や工作などで子どもの自主性・社会性・創造性
を育み、子どもたちの健やかな育成を図ります。

従事者のスキルアップを図るため、従事者間の情
報交換や東京都の研修を活用するなどして遊びの
充実を図ります。

小学生 利用者数 186,987 人 育成課

4-1-4
特定交通安全施設整備事業
（    歩行   整備事
業）

      歩行     整備対象 指定  
 立石 堀切 四 木 約284ｈａ 地区 
    車 人 自転車 錯綜（    ）  
 交通事故 多発 放置自転車 違法駐車
   道路機能 低下       化  対
応   地域住民 抱  交通安全 関  
課題の解消のため、区と警察が連携して交通
安全施設の整備等を重点的に実施します。

    内 通学路安全点検等 結果 基  交
通事故の抑制に向けた安全対策を進めていきます。

地区内 歩行者 
自転車 係 交通
安全事故発生数削
減率

（整備前事故件数
－整備後事故件
数）／整備前事故
件数

75 ％ 道路補修課

4-1-5 歩道勾配改善事業
妊婦や幼児、ベビーカー等誰もが安全で快適
 通行      歩道 勾配 緩      
う改善します。

 妊婦 幼児等 誰  安全 快適 通行   
歩行空間 確保     歩道 横断勾配 改善
し、歩道部の平坦性を確保します。

歩道勾配 改善率 累計整備延長／計
画延長 69 ％ 道路補修課

4-1-6 「だれでもトイレ」の設置
公園を整備する際には、ベビーキープ（乳幼
児専用いす）等を常設した「だれでもトイレ」を
設置します。

 引 続  交付金 活用             
を設置し、バリアフリー化を進めていきます。 設置箇所数

当該年度     
トイレを新設した公
園の数

11 か所 公園課

4-1-7 乳幼児 利用 配慮  遊 場づくり

 次 視点  乳幼児 利用 配慮  遊 
場づくりを進めます。
①公園   幼児  利用   遊具 設  
す。また、幼児が安心して遊べるよう、幼児コー
ナーを設けるよう努めます。
②幼児       幼児 利用頻度 高 
砂場を設けます。
③砂場には柵を設け、犬猫のフン害による衛生
面に配慮します。

バリアフリー化工事にあわせて砂場柵等の設置を
進めていきます。 砂場柵新設箇所数

犬猫が砂場に入るこ
とを防止する柵の設
置箇所数

2 か所 公園課

4-2-1 地域安全活動支援事業（安全・安心情報メール）

区内で発生した犯罪情報、子どもの安全を脅
  不審者目撃情報 大規模 災害   情
報、また、犯罪の被害に遭わないための防犯お
役立 情報         登録      
 区民 携帯電話             配
信します。

安全・安心情報メールから得られる情報によって、
より多くの子どもを犯罪や事故から守り、安心して子
育てができるようにするため、今後も、小学校の新入
学の際等のさまざまな機会をとらえて、登録者の拡
大に努めます。

登録者数

安全・安心情報メー
ルを受信できるように
設定したメールアドレ
スの件数

13,502 件 危機管理担当
課

指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要
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27 28 29 30 31
指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要

4-2-2 交通安全運動の推進

 交通安全    知識 向上      
    正  使用 徹底 自転車乗車時 
     着用  自転車 安全利用 推進 
ために、広報かつしか等による周知、交通安全
運動、交通安全教室などにより、子どもと子育
て家庭の交通事故防止を推進します。

 警察   協力 交通安全運動 行      区
広報などの掲載などによる啓発活動を引き続き実施
していきます。

広報回数

広報かつしか・かつし
かＦＭ放送・スポット
放送・HP・掲示板
等

12 回 交通安全対策
担当課

公園・児童遊園の
新設実績

当該年度 新規開
園する公園等の面
積

6369.08 ㎡

公園・児童遊園の
改良実績

当該年度 改良工
事 行  公園等 
園数

4 園

4-2-4 公園の安全点検

 日常 公園巡回点検    自主管理団
体・所轄警察・地域町会・学校等との連携を
図り、事故や犯罪から未然に子どもたちを守る
取組 行    

引き続き、各団体と連携を図りながら取組を強化
します。

公園の安全点検箇
所数

安全点検の対象と
なる公園の箇所数 315 か所 公園課

延べ実施回数 講座等開催回数 7 回

延べ参加者数 講座参加者数 249 人

参加取組団体数

青少年育成地区委
員会、ＰＴＡ等講
座参加団体数（ア
ンケート実施団体数
を記載）

3 団体

4-2-5 子どもを犯罪から守るまちづくり活動支援

これまで取り組んだことのある団体の継続性をより
図ることや、新規の取組団体を増やしていくため、こ
の活動を学ぶ講座の内容や回数、取組への支援方
法    見直  実施    

生涯学習課

子どもへのアンケートから犯罪危険の実態を明
らかにし、犯罪危険地図づくり、まちぐるみの点
検活動を通した危険箇所の改善や子どもを守
る活動が区内に広がるよう支援します。

4-2-3 安心・安全な公園づくり  区民    地域特性 踏   上  引 続 
安心 安全 公園    行    公園課

植栽や建築物及び照明施設の配置に配慮
   犯罪抑止効果 高 見通  良好 安
心 安全 公園    行    
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【事業一覧表】５．みんなで子育て！

27 28 29 30 31

自分 力     
ぎり伸ばしたいと思う
児童・生徒の割合

91 ％

授業  集中度 75 ％

5-1-2    体力向上       推
進

 児童 生徒 体力測定値 都平均値 上回
    目指   子   体力調査 継続的
に実施するとともに、目標を掲げ、各学校で子ど
  体力向上 向  特色  取組 推進 
ていきます。

 体力調査結果 基   体力        策定
し、小・中学校で取り組みます。また、区・都の推進
校 取組 全校 広  体力向上 図     
す。

体力調査 判定結
果

都の平均を上回る
学校 比率 47 ％ 指導室

5-1-3 特色ある学校づくり推進
学校や地域の実態を生かした教育活動を重
点化して、予算を重点的に配分するなど、「特
色ある学校づくり」に取り組みます。

特色ある学校予算で計画している事項を中心に、
各学校の児童・生徒、地域の実態に応じて、ふるさ
と葛飾に誇りをもてる取組を推進します。

特色ある学校づくり
実施学校数 74 校 指導室

学校図書館支援指
導員数 73 人

図書検索    導
入校数 73 校

研修参加者数 6,669 人

研修会実施回数 145 回

5-1-6 葛飾スタンダードの策定・推進 新規

本区の児童・生徒が、学校での生活や学習
     義務教育終了         身
に付けてほしい、また、それをよりどころにして努
力          生活 学習 基準    
進めます。

 児童 生徒 学力向上           子学
習スタイル」、「葛飾教師の授業スタンダード」を実施
します。さらに、国語、算数・数学、英語、体育・保
健体育 教科       作成    定着度検
定 行    

学校 行   楽 
い児童・生徒の割合 78 ％ 指導室

コンピューター導入台
数 2,930 台

小49校×40台
＋保田1校×
10台＋中24
校×40台＝
2,930台

インターネット接続校
数 74 校

スクールカウンセラー
への相談件数 32,348 件

適応指導教室への
入級者数 86 人

適応指導教室から
の退級者数 4 人

 学校長 自校 学力 実態 即  策定 
 学力向上    支援  児童 生徒 学力
の向上を図ります。

すべての教員がその職としての特性や個々のラ
       合   資質 能力 向上   
ように、さまざまな研修や研究活動を充実させて
いきます。

司書教諭や学校司書との十分な連携の下、
学校図書館ボランティアが運営に参加できる仕
組     進       公立図書館 資料
 利用         学校図書館    
     接続    蔵書検索用      
タの設置を検討していきます。

ＩＣＴを活用したわかりやすい授業の実現や
児童 生徒 情報活用能力 育成    
に、学校のＩＣＴ環境の整備を図ります。

     不登校 予防対策 発生後 対策
として全校に配置したスクールカウンセラーを活
用し、きめ細かく、粘り強く組織的に対応してい
きます。

学校司書をこれまでどおり配置し、コンピュータを活
用  図書室管理 推進       保護者 地
域による図書ボランティアをさらに積極的に活用して
児童・生徒の読書環境を整備します。

指導室

5-1-8     不登校  対応

スクールカウンセラーを活用した学校教育相談体
制の強化、スクールソーシャルワーカーなどの専門職、
教育相談、適応指導教室、就学相談をはじめとす
る特別支援教育関係業務の総合教育センターにお
ける一本化により、相互連携体制及び学校支援体
制を強化します。

指導室

5-1-1 葛飾学力伸 伸     推
進 新規

各学校で策定したプランで、より成果が上がり、波
及効果の高い取組を、区内小・中学校へ広げてい
きます。

指導室

学校ＩＣＴ環境の整備5-1-7 学務課
指導室

 初任者  ２年次 ３年次 教員研修 系統的
 実施       若手教師塾 授業力向上  
ジェクト、学校マネジメント講座により中堅教員から
リーダー教員の育成を図り、それを校内で全教員に
啓発   教員 資質 能力 向上 図    

5-1-4 学校図書館の支援

5-1-5 教員 資質 能力 向上

拡充

ＩＣＴ機器を整備し、児童・生徒の情報活用能
力 向上 情報   教育 推進       教
員 Ｉ ＣＴ活用能力及 情報教育 関  指導
力向上 図    教員研修 相談体制 充実 
ていきます。

指標説明
（参考）

年度   実施状況 備考欄

指導室

所管課単位事業概要 取組の方向 評価指標番号 事業名 新規・
拡充

21



27 28 29 30 31
指標説明
（参考）

年度   実施状況 備考欄 所管課単位事業概要 取組の方向 評価指標番号 事業名 新規・
拡充

5-1-9 幼保小の連携推進 新規
「小１問題」の解消に向けて、幼稚園、保育
所 小学校 連携  円滑 接続  仕組 
を構築します。

幼保小連携教育検討委員会において、幼稚園、
保育所、小学校の連携促進に取り組みます。また、
幼児期 身 付     基礎的 基本的 力 
生活習慣などを示した取組表に基づき、具体的に
実践を進めます。

幼保小連携教育検
討委員会開催数 3 回

指導室
育成課
子育て支援課
保育管理課

5-1-10 学校施設の改築・改修 新規

子どもが安全・安心に、楽しく学校生活を送る
ことができるよう教育環境を充実し、学校での教
育活動をより活発で効果的なものにするため、
学校施設の改築や改修を進めていきます。

 老朽化 状況 学校規模 適正化   視野 
入れながら、学校施設の改築実施計画を策定し、
計画的に改築や改修を進めます。また、改築の際
は、小学校内に学童保育クラブを設置します。

学校 行   楽 
い児童・生徒の割合

葛飾区学習意識調
査 78 ％

学校施設整備
担当課
学校施設課

5-1-11 理数教育 充実 新規  児童 生徒 理科 数学  興味 関心 知
的好奇心等を育成します。

 児童 生徒 体験的 問題解決的 理数学習 
教員 理科実技研修等 東京理科大学等 連携
  理数教育 充実 図        葛飾   
科学研究コンクール」を開催し、子どもたちの自主的
な活動を支援します。

算数 数学 理科 
好きな児童・生徒の
割合

68 ％ 指導室

相談数 就学相談会相談数 327 件

巡回指導員派遣回
数

区費巡回指導員の
派遣回数 1,216 回

専門家チームの派遣
回数(心理検査含
む）

専門家    見立
 （心理検査含
む）

617 回

受入施設数 1 箇所

受入人数 156 人

家庭教育に関する
学習の実施回数 学習会の実施回数 36 回

家庭教育に関する
学習会の参加人数 学習会の参加人数 1,594 人

講座の実施回数 家庭教育講座の回
数 6 回

講座の参加人数 家庭教育講座の参
加人数 140 人

中学校部活動参加
児童生徒数 8,919 人

地域顧問指導者数 25 人

地域技術指導者数 108 人

5-2-5 早寝・早起き、朝ごはんの推進

各学校で食育推進チームを編成し、食育リー
ダーを選任して、「食育全体計画」を作成すると
ともに、家庭や地域との連携を図りながら、食育
の推進を図っていきます。

「食育全体計画」を確実に全校で実施していきま
す。また、栄養教諭、栄養士の活用をさらに推進し
ます。

実施校数

学校のすべてのクラス
において食育に関す
 指導 行  学校
数

74 校 指導室

家庭教育を支援し、親子がともに学び育ちあ
えるようにします。

少子化に伴う学級数の減少により、指導に当
たる教員が減少し、部活動の指導に困難が生
じています。部活動を維持するために、地域の
専門指導者を部活動の顧問や技術指導者と
する取組を推進し、部活動の維持及び充実を
図っていきます。

 教育委員会 福祉 医療等 関係機関 
    一層 連携 協力 進  乳幼児期 
 就労 至    一貫  教育支援 行  
す。また、学校における子ども一人ひとりの教育
的    応  適切 指導 支援 進   
めに、教育委員会内の体制を充実します。

5-2-3

5-2-4 部活動の充実

部活動を存続するためには、部活動地域指導者
 人材 確保 資質 向上 並  円滑 運営 
するために学校との連携を深めながら進めていきま
す。

地域教育課

5-2-2 家庭教育関連事業

  家庭教育応援制度   ＰＴＡ等 保護者組
織   利用 増          機会    
働きかけていきます。
「家庭教育のすすめ」は、保護者会や研修会等の
場で配付し説明することで、引き続き家庭教育の大
切  啓発       

地域教育課

5-2-1 乳幼児とのふれあい体験事業 拡充
次の親世代を育成するという視点から、子どもたち
 命 大切  親      意味 考  場 提
供することを推進していきます。

育成課
子育て支援課
保育管理課
指導室

5-1-12 特別支援教育の充実 新規

各学校への巡回相談や指導の充実を図るため巡
回指導員や専門家チームを派遣するとともに、アイリ
スシートなどを活用して、学校及び関係機関との連
携強化を図ります。

保育所、認定こども園、幼稚園等において、
小学生・中学生・高校生などが小さな子どもと
ふれあう場を設けます。

家庭教育講座 新規

子育てや家庭教育に関する自主的な学習を
推進      家庭教育応援制度  設  
専門の講師を派遣していきます。また、子どもの
生活習慣 確立  取組 推進       
保護者 家庭教育 大切  伝       
ト「家庭教育のすすめ」を配付し啓発していきま
す。

 子   年齢 合   学習      提供  
      親 子 不安 軽減       地域教育課

指導室
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27 28 29 30 31
指標説明
（参考）

年度   実施状況 備考欄 所管課単位事業概要 取組の方向 評価指標番号 事業名 新規・
拡充

子ども会の団体数
葛飾区子ども会育
成会連合会に加入
団体の数

81 団体

子ども会の会員数
葛飾区子ども会育
成会連合会に加入
団体の子ども会員数

6,100 人

行事 実施回数
青少年育成地区委
員会 実施  行
事の回数

175 回

行事 参加人数
青少年育成地区委
員会 実施  行
事の参加人数

19,484 人

延べ実施回数 431 回

延べ参加者数 7,308 人

ヤングアダルトコー
ナー蔵書数 60,786 冊

中高生の貸出冊数
１３歳から１８歳
   利用者 年間
貸し出し冊数

114,484 冊

中高生の登録者数
１３歳から１８歳
   図書館利用
登録者数

19,840 人

5-2-10 職場体験の実施
 総合的 学習 時間 中心 中学校2 年
生が社会の一員として社会性、職業観や勤労
観を養うため実施していきます。

特色ある教育活動とも連動して、地域の事業所に
 協力要請   連携  調   考   発表  
等の学習活動を確実に実施します。

総合的な学習が好
きな児童の生徒の割
合

76 ％ 指導室

実施学校数 52 校

ボランティア参加者
数

年間 通  活動 
参加したボランティア
の延べ人数

31,085 人

地域の子ども会やジュニアリーダーの活動の充
実 図  子     地域行事 主体的 参
加する取組を推進していきます。

 青少年育成地区委員会 青少年委員会 
協力 得    青少年 地域行事  参画
を推進していきます。

 青少年 学 交流館等 区 施設 利用 
   仲間 交流 深  活動     各種
事業を実施します。

 中高生向  資料 充実 図     参加
型の企画やグループ学習のできるスペースの提
供 行              利用 促進
します。

5-2-11 学校地域応援団事業 拡充

学校を対象としたアンケートを実施することで、効
果や課題を把握します。また、学校や保護者、地域
 方々 情報提供 丁寧 説明 行  平成28
年度末   区立小学校 中学校全校 設置  
よう取組を進めていきます。

地域教育課

前期実施計画
においては、平
成28年度末 
でに全校設置と
していたが、中
期実施計画策
定時 見直  
かけ、全校設置
時期を平成30
年度末 変更
し、取組を進め
ている。

各学校に「学校地域応援団」を設置し、地域
コーディネーターを中心に地域の人や団体の協
力 調整  学習支援 環境整備     
て学校の求めに応じた支援活動を展開していき
  （平成27 年３月１日現在 区立小学
校27 校 区立中学校13 校 設置） 

青少年対象事業

 事業 周知方法 募集方法 見直   魅力 
あるチラシ作りなど、それぞれの事業に興味・関心の
  子   参加  意欲 持   工夫 行  
いきます。また、世代の違う子どもたちが同じ事業で
楽しめるように、上の世代の子どもたちが下の世代の
子どもたちに指導する機会を設けるなど内容の充実
を図っていきます。

生涯学習課

ストリートダンス、ふれ
あいスポーツジュニア
（卓球・バトミント
ン・バスケット）、オー
プンスペース空手、そ
うさく教室、ＮＰＯと
の協働による子ども
文化芸術教室、お
はなし会、かつしか進
路    参加者数

5-2-9 図書館のヤングアダルトコーナー
の充実

青少年 地域参画 推進  青少年育成地区委員会 青少年委員 協働 
   青少年 健全育成 推進    地域教育課

5-2-8

子どもの読書活動の推進のため、今後も学校との
連携により団体貸出しや、学校訪問を継続して実
施し、読書に対する意欲の向上につなげていきます。

5-2-7

5-2-6 地域の子ども会活動の充実
葛飾区子ども会育成会連合会との共催事業であ
るジュニアリーダー講習会で、子ども会のリーダーを育
成し、子ども会活動の充実を図ります。

地域教育課

中央図書館
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27 28 29 30 31
指標説明
（参考）

年度   実施状況 備考欄 所管課単位事業概要 取組の方向 評価指標番号 事業名 新規・
拡充

児童登録率 登録児童数÷在籍
児童数×１００ 77 ％

登録児童数 登録児童数 9,823 人

実施回数 13 回

参加者数 239 人

中学生以下のスポー
ツクラブ会員数 年度末 数値 256 人

親子対象スポーツ教
室等プログラム数 年度末 数値 5 数

延べ実施回数 16 回

延べ受講者数 562 人

5-2-16 地域の子育てボランティア等の活用

地域の子育て経験の豊富な方々にボランティ
アとして乳幼児の保育を手伝ってもらったり、地
域の方々が持っているさまざまな子育て支援の
ノウハウを活用します。

地域の子育て経験者がその経験等を生かし、子
育て中の保護者を支援していけるような場を提供す
るほか、ボランティアの育成・支援を図り、協働して地
域の子育て支援のニーズに対応していきます。

保育ボランティア月
別活動者数年間累
計

2,853 人 育成課

5-2-17 子育て支援ボランティア派遣事業 新規
未就学児がいる家庭に研修を受けたボラン
   （養成講座修了者） 定期的 訪問
し、親の話を傾聴しながら子育てを支援します。

 児童虐待 予防    適切 援助 行    
ます。 延べ派遣件数 508 件 子ども家庭支

援課

5-2-18 ブックスタート事業

乳幼児健診時に絵本の入ったブックスタート
    渡  絵本読  行    一緒 絵
本を読むことの楽しさや絵本を介して子どもとふ
れあうことの喜びを伝えます。

 乳幼児健診時 未受領者  対応    検討
          今後  行政        協
働    本 通  親子      本 大切  
伝えていきます。

配布数 ブックスタートパックの
配布数 3,576 部 中央図書館

 地域 教育力 向上 子     健全育
成 図    区民大学 子   関     
ティアを育成・支援する講座を実施します。

地域スポーツクラブが実施している各プログラムや教
室をはじめ、学校連携事業（各地域スポーツクラブ
管内の小・中学校を対象に、学校体育授業や葛飾
教育の日にトップアスリート等を派遣するスポーツ教
室）を拡充します。また、親子でスポーツに親しむ地
域のスポーツ環境の醸成を図ることを目的に、新たに
親子を対象としたスポーツ教室等を実施します。

5-2-12
放課後子ども事業
（わくわくチャレンジ広場）

○学習、文化・スポーツプログラムの実施
学習、文化・スポーツの活動プログラムの実施校を
拡大するには、継続して講師をお願いできる人材の
確保 不可欠           安定  人材
確保の仕組みづくりを進めていきます。
○対象学年 拡大
児童指導サポーターや運営委員会、学校などの意
見 調整   実施       
○児童指導サポーターの活性化
ＰＴＡ、保護者、学校、地域の方々などへ働きか
       年代 人材 確保  見守     
児童指導サポーターの活性化を図っていきます。
○児童館及び学童保育クラブとの連携
合同でのイベントの開催や一緒に活動ができるよう
働    調整 行       

地域教育課

小学生の放課後等の「楽しい居場所」である
放課後子ども事業（わくわくチャレンジ広場）
では、自由遊びとともに、学習や文化・スポーツ
活動など、内容の充実を図り、子どもたちの社
会性や創造性を育んでいきます。また、放課後
子ども総合プランを推進していきます。

生涯学習課

生涯学習課

子どもボランティア総
合講座（前期・後
期）、学校図書館
ボランティア講座、外
国人児童のための学
習支援ボランティア
講座
※他所管主催の関
係講座の回数、受
講者数は含めない。

生涯スポーツ課5-2-14 かつしか地域スポーツクラブを中心としたスポーツ環境整備 拡充

 児童期  料理    楽   体験  食 
の関心を育む「子ども（親子）食育クッキング」
の事業を区内各所で開催します。

 地域住民 主体的 取 組     地域 
ポーツクラブが、スポーツを通じたコミュニティ拠点
として、充実・発展していけるよう環境を整備し
ます。

  地域 人材育成       区民大学重点方
針 １     今後 継続  地域 教育力 向
上 子     健全育成 図    区民大学 
子どもに関わるボランティアを育成・支援する講座を
実施していきます。

 栄養士   料理教室形式 行        
形式に拘らず、地域で活動する団体等による手打ち
そば教室やパン作り教室等、通常の教室とは違う講
師を取り入れるなど、内容の充実を図っていきます。

5-2-15     区民大学

5-2-13 子ども食育クッキング
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指標説明
（参考）

年度   実施状況 備考欄 所管課単位事業概要 取組の方向 評価指標番号 事業名 新規・
拡充

5-2-19 セカンドブック事業 新規

３歳の「乳幼児健診のお知らせ」と一緒に引
換券 送付    引換券 母子健康手帳 
持って、図書館の「おはなし会」や「絵本読みの
会」に参加した乳幼児に絵本１ 冊とリーフレッ
  手渡     絵本 楽   大切  伝 
ます。

絵本の読み聞かせを通して、親子で楽しくふれあう
機会 提供         以降 年齢 子   
ちに読書習慣を身に付かせることにより、将来の読書
活動を豊かにします。また、今後も継続して実施する
     周知活動 行  配付数 向上 努  
す。

配布数 セカンドブック配布数 2,374 部 中央図書館

配布数（小学校） 3,560

配布数（中学校） 3,302

5-2-21 産業教育の充実
 区内小 中学生 区内産業 対  理解 
深     冊子 発行 産業    見学  
による学習の機会を提供します。

 区内産業 歴史 現状     理解 深   
  活動 行    

啓発イベント参加者
数

産業    学校見
学参加者数 3,184 人 商工振興課

部5-2-20 かつしかっ子ブック事業 新規

ブックスタート、セカンドブックの２つの事業とともに、
４段階 成長 節目 年齢      本  渡 
し、子どもたちが読書を身近に感じることができる環
境を整える取組です。
また、おすすめの図書リストを配付することで、１冊
の本をきっかけに他の本にも興味が持てる仕組みを
つくります。

中央図書館小学校・中学校への
配布数

児童・生徒が読書に親しむ機会を積極的に
支援     教育長         添  
      子     成長 節目 迎  小
学校１ 年生及 中学校１年生  渡   
す。
小学校・中学校入学時に、教育委員会が勧
める図書リストから、児童・生徒に希望の本を
選んでもらい、学校等を通じて１ 学期中（ 予
定） にお渡しします。この本を活用して読書感
想文の書き方を指導するなど、効果的な活用
方法を検討していきます。
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【事業一覧表】６．つながる子育て！

27 28 29 30 31

箇所数 4 か所

年間延 訪問回数 81 回

要保護児童対策地
域協議会開催回数
(代表者会)

1 回

事例検討会開催回
数

実務者会議＋援助
調整会議 148 回

6-1-3 要支援児童一時預かり事業 新規
 保護者   適切 養育 一時的 困難 
   児童 対   区 短期的 養育 行 
ます。

 児童虐待 予防    適切 援助 行    
ます。 延 利用泊数 9 泊 子ども家庭支

援課

定員 5 人

箇所数 1 箇所

年間延 利用人員 278 人

相談の活動件数 16,689 件

子   心理療法実
施延べ件数 36 件

親のカウンセリング実
施延べ件数 191 件

6-1-6 特定妊婦電話相談事業（再
掲） 新規

妊娠が確認できる段階から相談ができるように
します。また、相談しやすい環境を整えることで、
虐待の発生を予防し、子どもの健全育成を推
進します。

 特定妊婦 適切 支援 行       相談件数 76 件 子ども家庭支
援課

日中の虐待通報件
数 283 件

夜間等の虐待通報
件数 21 件

6-1-8 子育て支援ボランティア派遣事
業（再掲） 新規

未就学児がいる家庭に研修を受けたボラン
   （養成講座修了者） 定期的 訪問
し、親の話を傾聴しながら子育てを支援します。

 児童虐待 予防    適切 援助 行    
ます。 延べ派遣件数 508 件 子ども家庭支

援課

6-1-7 児童虐待通報電話受付事業
（再掲） 新規

虐待に関する相談を受け、児童相談所や各
関係機関と連携して子どもの安全を確保すると
    家族  援助 行    日中    
く、夜間や休日等を含めて専門職による虐待
通報電話の24 時間受付を実施します。

 児童虐待 予防    適切 援助 行    
ます。

子ども家庭支
援課

6-1-5 子どもと親に対する相談・支援
の実施（再掲）

「子どもとの接し方がわからない」「子どもの愛し
方がわからない」などの悩みを持つ親に対する相
談支援を通して、虐待を予防します。

 児童虐待 予防    適切 援助 行    
ます。

子ども家庭支
援課

6-1-4 子育て短期支援事業（ショート
ステイ事業）（再掲）

 保護者 病気 出産 出張 育児不安   
理由 育児 困難    一時的 宿泊 伴
う保育を実施します。

 利用者 利用         提供方法 検討
していきます。

子ども家庭支
援課

6-1-2 要保護児童対策地域協議会 児童虐待の予防のため、関係機関と情報共有を
図 中  適切 援助 早期 行       

子ども家庭支
援課

要保護児童、要支援児童及び特定妊婦に
関  事例検討 連携方法 確認 関係機
関 定期的 行  適切 援助 実施  虐
待を予防します。

6-1-1 養育支援訪問事業  支援 必要 方  適切 支援    体制 検
討します。

子ども家庭支
援課

 特定妊婦及 産後   育児不安 強 母
親に対して、ヘルパーや保育士等が家庭を訪
問  家事 育児 関  相談 支援 行  
す。

指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要
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指標説明
（参考）取組の方向 評価指標 年度   実施状況 単位 備考欄 所管課番号 事業名 新規・

拡充 事業概要

6-1-9 配偶者暴力防止事業 拡充

 配偶者暴力（ＤＶ）  暴力 受  配偶
者だけでなく、同居する子どもの心身にも深刻
な影響を及ぼします。配偶者とその子どもたちが
健康で安全に生活することができるようにＤＶ
相談 実施       Ｄ Ｖ  早期発見 
支援に向けた啓発パンフレットの作成・配布を
行    

ＤＶ被害者が早期に相談することで速やかに支援
を受けられるよう、引き続き相談窓口の周知を図りま
     ＤＶ防止         角度  普
及・啓発に取り組みます。

相談件数 658 件 人権推進課

保育所障害児入園
者数（公立） 69 人

保育所障害児入園
者数（私立） 114 人

学童保育クラブ障害
児入会数（公立） 46 人

学童保育クラブ障害
児入会数（私立） 87 人

6-2-2 ５歳児健康診査事業 新規
保護者の心配や課題のある５歳児に対し
て、保護者・保育所・幼稚園・関係機関と連携
  適切 支援       

５歳児健康診査事業を実施し、発達等に課題の
  子   早期発見 支援 行    

5歳児健康診査受
診者数

保護者アンケート提
出数 2,957 件 子ども家庭支

援課

6-2-3 就学前の子どもの発達相談
（再掲） 新規

発達に課題のある子どもの保護者又は関係
者   相談 受  適切 支援 開始  
す。

発達に障害があり指導・訓練を必要とする乳幼児
又   疑    乳幼児 早期 発見  適切 
支援 行       乳幼児 心身発達 促進 
ます。

発達相談件数 649 件 子ども家庭支
援課

助成人数（実人
員） 実際の人数 459 人

施設利用料免除者
数（実人員）

実際の人数（葛飾
区子ども発達セン
ター）

289 人

6-2-5

障害児通所給付
（児童発達支援）
（放課後等デイサービス）
（保育所等訪問支援）

新規 発達が心配される児童一人ひとりに、障害児
通所支援サービスを通して発達を支援します。

児童福祉法に基づき、障害児が地域社会の中で
     暮   一人    状況 応  適切 
療育 受           提供    

利用者数 延 利用者数 12,473 人 障害福祉課

6-2-6 障害児 関      利用計
画作成 新規

 障害児 自立  生活 支     障害児
 関      利用計画 作成       
メントによりきめ細かく支援します。

障害者総合支援法及び児童福祉法に基づき、
障害児 抱  課題 解決 適切      利
用に向けて、支援していきます。

    利用計画作
成件数 延べ作成件数 677 件

障害福祉課
障害者施設課
子ども家庭支
援課

6-2-7 児童発達支援センターの整備
支援 新規

児童発達支援センターの整備を計画する社
会福祉法人等に対して、施設整備費の一部を
助成します。

 発達 心配   児童 療育 加  保育所等
  訪問支援 相談支援 行 児童発達支援  
   計画的 整備  増加  療育    的確
に対応していきます。

児童発達支援セン
ター（児童発達支
援）延 利用児童
数

12,944 人 障害福祉課
障害者施設課

通園事業述 利用
児数 5,069 人

訓練事業述 利用
児数 7,875 人

一時保育延 利用
児数 13 人

発達相談件数 649 件

保育所・学童保育クラブでの生活が可能な障
害児を受け入れることで、保護者が安心して就
労 子育  両立             障
害のある児童と他の児童とが生活を通して共に
成長          

地域社会における障害のある乳幼児の発達
 自立 促進  早期療育 充実     
に、保護者の経済的な負担を軽減します。

知的障害や発達の遅れが心配される1 歳6
か月から就学前の児童に対して発達段階に応
じた小集団指導や個別指導を実施します。
また、一時的に保育が必要な障害のある児
童の一時保育を実施します。

障害乳幼児療育施設利用者
の保護者負担軽減

 区独自 支援策    障害乳幼児 適切 療
育 受           障害乳幼児療育施設
利用者 保護者負担軽減 引 続 実施    

障害福祉課
障害者施設課

6-2-8 子ども発達センター事業 拡充
子ども発達センター（児童発達支援センター）が
実施している障害児相談支援事業をさらに充実し
ていきます。

障害者施設課
子ども家庭支
援課

6-2-4

6-2-1 保育所・学童保育クラブにおけ
る障害児の受入れ

引き続き、障害児を受け入れることにより、障害の
  児童 保護者 子育 及 児童 成長 支援
します。

育成課
子育て支援課
保育管理課
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保育所等訪問支援
（拠点型集団支
援）延 利用児童
数

90 人

平成28年度 
ら、区内公共施
設３か所を拠点
として、引き続き
実施している。

保育所等訪問支援
（個別支援）延べ
利用児童数

51 人

相談数 就学相談会相談数 327 件

巡回指導員派遣回
数

区費巡回指導員の
派遣回数 1,216 回

専門家チームの派遣
回数(心理検査含
む）

専門家    見立
 （心理検査含
む）

617 回

相談受付件数 すべての事業の
総相談件数 3,002 件

母子生活支援施設
入所件数 私立母子支援施設 25 件

自立支援
事業対象者 104 件

貸付件数 東京都福祉資金
+応急小口資金 96 件

緊急一時保護
及び宿泊助成件数 14 件

6-3-2    親家庭等医療費助成

ひとり親家庭の親（養育者）と子が健康保
険 利用  病院 薬局等 診療 調剤 受
けた際の自己負担分を補助します。なお、所得
制限や課税・非課税による助成区分がありま
す。

 引 続  対象者 対  制度 周知 行  医
療費助成 実施    

   親医療助成件
数 63,919 件 子育て支援課

6-3-3 みなし寡婦控除（再掲） 新規

税法上の寡婦（夫）控除の対象とならない
婚姻歴のないひとり親世帯に、寡婦（夫） 控
除   者 同様 保育所保育料 学童保
育   使用料 適用    

 着実 事業 実施  子育 家庭  支援 行
います。 適用件数 10 件 子育て支援課

6-3-4 ひとり親家庭等ホームヘルパー
派遣事業

ひとり親家庭等で、日常生活において家事又
は育児等に支障が生じている場合に、一定期
間ホームヘルパーを派遣します。

ひとり親家庭等で、日常生活において家事又は育
児等に支障が生じている場合に、一定期間ホームヘ
ルパーを派遣し、その負担軽減を図るとともに、子育
  支援       自立 支援    

派遣時間数 1,014 時間 福祉管理課

6-2-10 特別支援教育の充実（再
掲） 新規

 教育委員会 福祉 医療等 関係機関 
    一層 連携 協力 進  乳幼児期 
 就労 至    一貫  教育支援 行  
す。また、学校における子ども一人ひとりの教育
的    応  適切 指導 支援 進   
めに、教育委員会内の体制を充実します。

各学校への巡回相談や指導の充実を図るため巡
回指導員や専門家チームを派遣するとともに、アイリ
スシートなどを活用して、学校及び関係機関との連
携強化を図ります。

指導室

子ども発達センター（児童発達支援セン
ター）の職員が、保育所や幼稚園を訪問し、
当該施設の職員とともに発達に障害のある児
童  支援 行       区内 身近 施
設 拠点    近隣 保育所 幼稚園 在
籍    児童 小集団指導 行    

ひとり親家庭の経済的問題、就労、子どもの
養育などさまざまな悩み相談に応じて、助言・
情報提供 行    就職 役立 資格取得
の支援、専門相談員による就労相談、修学・
転宅等 貸付  行     親家庭 自立 
支援します。

6-3-1 ひとり親家庭の総合支援の実
施 拡充

 相談事業 自立支援事業及 貸付事業    
  支援対象者 母子家庭  父子家庭  拡大
     親家庭 就業 自立支援 行    

子育て支援課

6-2-9 保育所等訪問支援事業 新規

○拠点型集団支援
 区内 児童館３館 拠点   近隣 保育所 
幼稚園 在籍    児童 小集団指導 行  
いきます。今後、拠点を７か所に増やしていきます。
○個別支援
児童発達支援センターの整備を積極的に支援し、
個別支援の対象児童や対象園を増やしていきま
す。

障害者施設課
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